
No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

事務事業分析シート（平成27年度）

主要事業 事務事業コード 12-03-02 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

堀口 内線 3337
01-03-01 就学時健康診断

事務事業名 就学（就園）時健康診断
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

学校保健安全法第１１条
学校保健安全法施行令第１条～第４条終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 33 年度 根拠
法令等

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

経過

●昭和３３年の学校保健安全法施行により制度化され実施
●学校保健安全法施行規則の一部改正（平成１５年度就学予定者から適用）
　⇒知能検査については、標準化された知能検査法以外の方法によることも可能であるため、検査法を
　　限定せず、適切な方法であればよいこととなった。当区は、識見者及び教諭から意見を聞き、検討
　　した結果、従前どおりのペーパー方式（小面接併用）による知能検査を行うこととした。
●通学区域の学校を指定の受診会場とするが、平成14年度（15年度就学予定者）から学校選択制度の実
　施に合わせ、指定校以外での受診も可とした。

必要性

　学校保健安全法により、就学時健康診断を行わなければならないとされている。また、就学予定者に対
して、あらかじめ心身の状況を把握し、保健上必要な勧告、助言を行うとともに適正な就学を図ること
は、義務教育の円滑な実施に資することからも必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

●教育委員会が実施主体となり各学校で実施

目的

　就学（就園）予定者に対し、あらかじめ健康診断を行い、就学予定者の心身の状況を把握し、保健上適
正な就学についての指導を行い、義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。また、結果に基づき
治療の勧告や保健上必要な助言を行う。

対象者
等

区内在住の翌年度小学校就学予定者（幼稚園・こども園就園予定者）

内容

●保護者への通知　９月下旬から１０月上旬
　受診票を就学関係送付物（学事第一係就学担当）に同封し各家庭へ郵送する。
●実施会場・時期　例年１０月中旬から１１月下旬
　学齢簿作成（１０月１日）後、随時各小学校を受診会場とし実施する。
●検査項目
　① 栄養状態　　② 脊柱と胸郭の疾病及び異常の有無　　③ 視力及び聴力
　④ 眼の疾病及び異常の有無　　⑤ 耳鼻咽喉疾患及び皮膚疾患の有無
　⑥ 歯と口腔の疾病及び異常の有無　　⑦ その他の疾病及び異常の有無（※ 知能検査は⑦に含む）

予算額 3,960 3,959 3,944 3,915 3,908 4,034 4,040
25年度 26年度 27年度

①決算額（27年度は見込み） 3,725 3,766 3,775 3,793 3,788 3,916 4,040
②人件費等 2,443 2,616 1,694 1,239 832 2,704
③減価償却費 872 622 484 338 1,138

合計（①＋②＋③） 6,168 7,254 6,091 5,516 4,958 7,758 4,040
15 10 35【事務分担量】（％） 30

特
定
財
源

国
都

その他

7,758 4,040
実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
一般財源 6,168 7,254 6,091 5,516 4,958

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

30 20

就学時健診受診者（人） 1,407 1,390 1,363 1,476 1,531 1,590
25年度 26年度 27年度

就園時健診受診者（人） 266 288 293 245 285 243



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 就学時知能検査用紙等 206 委託料 就学時健康診断委託
需用費 就学時知能検査用紙等 263委託料 就学時健康診断委託 3,583 需用費 就学時知能検査用紙等 231

3,685 委託料 就学時健康診断委託 3,777

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
24年度 25年度 26年度

27年度
見込み

目標値
(28年度)

95
受診者数/対象者数 ※学校健診終
了時（転出者及び外国籍含）

学校受診率（％） 91.3 93.7 94.5 95

　学校での健診期間終了後、個別通知やホームページ等で未受診者への積極的な受診勧奨（学校医のクリニッ
ク等での受診）を案内し、受診率の向上に努める。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

　例年9月に保護者へ通知を郵送し
ているが、9月以前にも幼稚園・保
育園を通じて日程等の案内を早めに
行う。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

継続 継続

　学校保健安全法第１１条により実施する義務がある。

問題点・課題の改善策

　各家庭へ郵送する通知内容を改訂
し、欠席する場合には必ず教育委員
会へ連絡する旨を明記し、欠席理由
の把握に努める。

　各実施会場における健診対象者の
未受診者の把握に努め、健診期間中
の受診を促すため、個別に再度通知
を郵送する。

　外国籍の対象者が増加傾向にあ
ることから、就学時健診の案内及
び通知について、外国語による簡
易な案内を作成する。

　平成26年度に把握した欠席理由
を分析し、受診率を向上させる対
応策を検討する。

　日程等の案内を7月に行った。

　通知内容の改訂を行い、欠席理由
の把握に努めた。

　個別の通知を行った。



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

学校保健大会の参加者(人) 180 339 254 275 213 243
25年度 26年度 27年度実

績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
2,545 350一般財源 3,608 5,000 3,824 2,647 2,689

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 3,608 5,000 3,824 2,647 2,689 2,545 350

20 20 20
650③減価償却費 1,162 933 645 676

②人件費等 3,258 3,488 2,541 1,652 1,663 1,545
①決算額（27年度は見込み） 350 350 350 350 350 350 350
予算額 350 350 350 350 350 350 350

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 40 40 30

経過

　昭和33年学校保健法制定に伴い、荒川区においても学校保健に関する連携を図る必要があると、荒川区
の児童生徒の健康づくりの関係者から学校保健会設置の声が上がり、昭和34年3月に荒川区学校保健会を設
置した。
　＊ 運営費補助金の額
　　　8 年度　480千円、9～10年度　450千円、11年度　405千円、12～15年度　385千円、
　　　16～19年度　350千円　20年度（一般補助金 350千円・50周年事業補助金 561千円）
　　　21年度以降　350千円

必要性

　荒川区の児童生徒の健康づくりの関係者が学校保健に関する連携を図る必要性から設置された経緯に鑑
み、自主財源のない荒川区学校保健会の円滑な運営のため補助を行う必要がある。

実施
方法

1直営

　会としての自主財源はなく、事業については主に区からの補助金等で実施している。

目的

　学校保健関係者（学校医、学校歯科医、学校薬剤師、学校教職員、ＰＴＡ等）による学校保健の研究、
普及及び促進を図ることを目的に設置された荒川区学校保健会の運営に対する補助を目的とする。

対象者
等

荒川区学校保健会

内容

　荒川区学校保健会補助金交付要綱を制定し、それに基づき補助金を交付している。
　荒川区学校保健会（任意団体）の活動内容等は以下のとおり。
　＊設置年月日　昭和34年3月26日
　＊会員　学校医、学校歯科医、学校薬剤師、学校教職員（校長、副校長、養護教諭）、ＰＴＡ
　＊役員の構成　会長1名、副会長6名、常任理事11名、監事2名
　＊部会の構成　学校医部会、学校歯科医部会、学校薬剤師部会、学校長部会、副校長部会、
　　　　　　　　養護教諭部会、学校保健協力（ＰＴＡ）部会の7部会で構成。
　＊学校保健会の事業
　　　① 学校保健管理及び安全管理その他の保健活動の推進　② 学校保健関係講習会等への参加
      ③ 学校保健に関する研究、調査並びに施策 ④ 学校施設・設備に関する必要な指導と助言
      ⑤ 学校保健大会等の開催(平成27年度荒川区学校保健大会(12/3ムーブ町屋)開催)

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法、荒川区学校保健会補助金交付
要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 34 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

堀口 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-04-01 学校保健会補助

業務 財務 人事

事務事業名 学校保健会補助
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-03 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　各学校で組織される学校保健委員会の上部組織としての役割が期待され
ており、引き続き補助を継続する必要がある。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　学校保健会常任理事会の定期的な
開催（年2回）及び荒川区学校保健
大会（年1回）等を継続的に実施す
る。

　各会を予定通り開催した。 　常任理事会では意見交換の時間
を確保し、各部会の抱える学校保
健に係る課題等の共有を図る。

　理事会等での議題について、必要
に応じて各小中学校へ情報提供を行
う。

　欠席者・欠席校に対し、議事内
容・資料を送付する等、情報提供を
行った。

　学校保健に関する情報につい
て、各園小中学校間で差異が出な
いよう、各会終了後、情報提供を
行う。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　23区等市区町村レベルの他、都道府県レベルの（財）東京都学校保健会、国レベルの（財）日本学校保健会
がある。

　年に1度の学校保健大会の周知徹底を行うとともに、学校保健に関する情報については各園小中学校間で差
異が出ないよう、随時情報提供を行う。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

参加者数(人)学校保健大会の保護者等参加人数 275 213 243 275 300

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

負担金補助等 荒川区学校保健会に対する補助 350負担金補助等 荒川区学校保健会に対する補助 350 負担金補助等 荒川区学校保健会に対する補助 350
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

1,386小学校１年生を対象とした歯みがき指導 1,190 1,245 1,297 1,243 1,344
フッ化洗口薬剤配付数（小、中） 650 637 725 707 658 660
フッ化物洗口実施者数（小、中） 2,628 2,979 2,965 2,999 3,009 3,595
う歯予防指導日参加者数（小､中） 3,466 3,593 3,561 3,608 3,595 3,757

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
10,785 8,493一般財源 9,045 12,425 13,609 13,719 12,046

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 9,045 12,425 13,609 13,719 12,046 10,785 8,493

50 40 30
975③減価償却費 1,162 1,555 1,614 1,352

②人件費等 3,258 3,488 4,235 4,131 3,327 2,318
①決算額（27年度は見込み） 5,787 7,775 7,819 7,974 7,367 7,492 8,493
予算額 6,509 8,901 8,487 8,389 8,151 8,266 8,493

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 40 40 50

経過

平成42年～　区立小中学校にて、対象学年、方法等を改めながら、フッ素塗布を実施
平成15年度　平成3年度から小3、5、中1を対象に実施してきたフッ素塗布及びマウスピース法を改め、
　　　　　　「フッ化物洗口法」で実施
平成20年度  保健所の歯科衛生士による小学校１年生を対象とした歯みがき指導を実施
平成21年度  中学1年生を対象とした唾液検査「ＲＤテスト」（むし歯菌量チェック）、「サリバス
　　　　　　ターテスト」（歯肉炎チェック）を実施（平成25年度は実施見合わせ）
平成22年度  小学生を対象とした「よい歯のバッチ」の作成を各校で開始
平成23年度  モデル校２校（第七峡田小学校、第三日暮里小学校）による「給食後の歯みがき」を実施
　　　　　 「新たな歯科保健推進計画」を策定(平成24年3月策定)
平成24年度 「新たな歯科保健推進計画」に基づき、小学校全校で「給食後の歯みがき」を各学校の
　　　　　　時程、設備環境に応じて実施。25年度以降、前年度より各校実施規模（時期等）を拡大

必要性

　学校で行う定期健康診断だけでは、う歯の有病者率を低下させる事は出来ない。歯の大切さの講義、歯
みがき指導、フッ化物洗口によるう歯予防の授業をきっかけに、児童生徒自らがう歯予防に取組む姿勢を
醸成する必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

・う歯予防対策事業委託及びフッ化物洗口用薬剤配付委託（対象：小3・小5・中1）：5,343千円
・歯みがき指導（対象：小1）：保健所歯科衛生士、臨時職員が巡回

目的

　学校における児童、生徒のう歯予防を総合的に推進するため、処置主義を徹底する。これと平行して歯
牙の強化のため、児童生徒に対して講話、歯みがき（ブラッシング）指導及びフッ化物洗口を含む、むし
歯予防を推進する。

対象者
等

荒川区立小中学校に在籍する児童生徒（対象学年  小学１～６年生、中学1年生）

内容

1 小3、小5、中1対象事業
　(1)荒川区歯科医師会への委託内容
　　① 歯科医師による講話
　　② 歯科衛生士による歯みがき指導（ブラッシング）、歯垢染め出し
　　③ フッ化物洗口　[希望者のみ実施]0.055％フッ化ナトリウム水溶液（５～１０ml）
　(2)荒川区薬剤師会への委託実施する内容
　　・希望者に３ヶ月分のフッ化物洗口薬剤と専用ボトルを配付
2 小1対象事業
　・荒川区保健所による歯みがき指導を実施
3 全小学生対象事業
　・健全歯児童及び処置済児童等へ「よい歯のバッチ」を配付

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法・学校保健安全法施行規則・荒
川区健康増進計画（平成24～28年度）終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 42 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

堀口 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-05-01 う歯予防対策事業

業務 財務 人事

事務事業名 う歯予防対策
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-04 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

推進 継続

　「新たな学校歯科保健推進計画」に基づき、う歯予防事業を推進してい
く必要がある。

H22決特：給食後歯みがきについて
H23決特：給食後歯みがき実施状況について
H23予特：給食後歯みがきの課題と実施拡大について
H24決特：フッ化物洗口の取組状況、よい歯のバッチ作成状況について

　給食後の歯みがきの継続により、
食後の歯みがきを習慣化させる。

　各校で継続した取り組みを行っ
た。

　食後の歯磨き実施率を確認し、
保護者あてリーフレット等の改善
を行う。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　「新たな歯科保健推進計画」に基
づき、フッ化物洗口の普及等、事業
を推進していく。

　フッ化物洗口の周知について、歯
科医師会の協力の元、周知文を作成
し、学校から保護者へ配布した。

　う歯予防対策研究会での委員の
助言を受け、必要に応じてフッ化
物洗口に係る周知文等の改善を行
う。

　安全な給食後の歯みがきの実施の
ため、安全啓発ポスター、教員用マ
ニュアルを配布する。

　ポスター・マニュアルを配布し
た。

　各校の実施状況を区立小学校全
校で共有し、実施方法の改善等を
促す。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　実施主体は、学校、学校歯科医等異なるが、各区で歯みがき指導等を実施している。

・う歯予防対策研究会での委員からの助言をもとに、学校・児童生徒の実態に応じた効果的な事業を実施
　する必要がある。
・小学校での「給食後の歯みがき」を継続して実施する必要がある。
・フッ化物洗口をよりわかりやすく周知し、実施率の向上を図る。

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

（未処置歯本数＋喪失歯本数＋
処置歯本数）／受診者数

DMFT指数（中学校1年生） 1.03 0.88 1.26 1.0 1.0

DMFT指数（小学校6年生） 0.63 0.57 0.52 0.5 0.5
（未処置歯本数＋喪失歯本数＋
処置歯本数）／受診者数

参加者数／対象者数う歯予防指導日参加率 95 93.3 96.4 97 98

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

賃金 小学1年指導歯科衛生士（臨時職員）賃金 271
需用費 よい歯のバッチ 1,966

委託料 う歯予防指導等 5,365
2,482 需用費 よい歯のバッチ等 2,831

需用費 歯みがき指導用消耗品等 501 委託料 う歯予防指導等 4,756
委託料 薬剤の配付 475 需用費 よい歯のバッチ等

賃金 小学1年指導歯科衛生士（臨時職員）賃金 297委託料 う歯予防指導 4,154 賃金 小学1年指導歯科衛生士（臨時職員）賃金 254
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

ふれあい給食(中学校)実施人数 20 25 21 26 29 30
ふれあい給食(小学校)実施人数 2,087 2,181 2,026 1,755 1,636 2,400

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
51,663 47,704一般財源 40,582 46,381 49,164 46,184 80,182

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 40,582 46,381 49,164 46,184 80,182 51,663 47,704

60 60 60
1,951③減価償却費 2,324 3,110 1,936 2,028

②人件費等 4,724 6,976 8,469 4,957 4,990 4,635
①決算額（27年度は見込み） 35,858 37,081 37,585 39,291 73,164 45,077 47,704
予算額 40,846 41,544 42,514 42,793 75,663 51,633 47,704

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 58 80 100

経過

・平成8年度から腸管出血性大腸菌Ｏ157対策のための予算を確保した
・平成11年度からの学校栄養士の全校配置により、学校給食献立を各学校での作成とした
・平成25年度に荒川区学校給食における食物アレルギー対応指針を策定し、アレルギー対応食用食器
　及びお盆を購入した

必要性

　バランスのとれた栄養豊かで安全衛生的な給食を提供することが必要であり、学校教育の中で生きた教
材として、食育を進める上でも重要である。本事業は安全衛生的な給食提供のための基本的事業である。

実施
方法

2一部委託

学務課及び各小中学校で実施（委託業務）
・換気扇清掃　・給排気設備清掃　・ボイラー保守点検　・おかずの食品衛生検査　・害虫防除

目的

　児童・生徒の心身の健全な発達のために、バランスのとれた栄養豊かで安全衛生的な食事を提供するこ
とにより、健康の増進、体位の向上を図るとともに、正しい食事のあり方や望ましい食習慣を身につけ、
好ましい人間関係を育てる。

対象者
等

荒川区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

１　ふれあい給食（地域の方々などを給食へ招待する）の実施
２　給食運営のための食器、調理器具、衛生関係品、児童生徒用白衣等の購入
３　調理機器の修繕
４　学校栄養職員等の腸内細菌検査、ノロウイルス検査。寄生虫卵検査
５　学校給食おかずの食品衛生検査
６　学校給食原材料検査、検査原材料費支出
７　給食用ボイラーの保守点検
８　給食室の給排気設備・換気扇清掃
９　給食室の害虫防除

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調理
施設衛生管理マニュアル終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 29 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-01-01 一般給食事業

鎌田・野地 内線 3336・7

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-01-01 一般給食事業

業務 財務 人事

事務事業名 一般給食事業
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-25 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

推進 推進

　関係法令を遵守した学校給食を実施するための経費である。
　安定的な給食運営とするための対策を講じる必要があり、優先度は高
い。

H18一定　　　国産原材料使用の目標値設定、完全米飯給食の実施を
H18一定　　　完全米飯給食の実施を
H23四定　　　給食の放射性物質測定検査の実施に関する陳情が趣旨採択された

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　物品修繕費を抑制するため、老朽
化している備品を計画的に更新し、
より安全衛生的で安定した給食提供
作業を行っていく。

　食器消毒保管庫等、３０年以上使
用している備品の一部について、更
新することができた。

　定期的な保守点検と併せ、計画
的に備品更新を行う。（別事業）

　食中毒や食物アレルギー事故を防
止するため、関係法令等を遵守した
給食提供ができるよう、引き続き対
応を図っていく。

　全校に巡回して各校における実施
状況を確認し、必要に応じて指導し
た。

　衛生講習会や栄養職員会等で継
続的に啓発・指導するとともに、
各学校間での情報共有に努める。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

・ボイラー、食器洗浄機、食器消毒保管庫等の高額備品の更新が先送りになっており、それに伴って物品
　修繕費が多額になっている。備品の計画的な更新について検討する必要がある。
・学校においてノロウイルス感染症が発生している場合など、給食での食中毒につながらないよう、より
　一層の対策が必要になる。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

食中毒事件の発生件数 0 0 0 0 0

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

7,961
備品購入費 汐入東小学校(増設校舎)給食用備品購入費 29,275
委託料 換気扇清掃、栄養士検便検査料 等 5,554 備品購入費 三瑞小配膳室備品購入費

委託料 換気扇清掃、栄養士検便検査料 等 8,086
702 役務費 家電リサイクル物品処分手数料 35

役務費 家電リサイクル物品処分手数料 267 委託料 換気扇清掃、栄養士検便検査料 等 5,539

一般需用費 給食運営消耗品、修繕費等 37,618 役務費 移設費用
需用費 給食運営消耗品、修繕費等 39,583賄費 ふれあい給食招待者給食費 450 需用費 給食運営消耗品、修繕費等 30,875

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

非常勤栄養士配置人数（人） 18 18 18 19 19 18 19
25年度 26年度 27年度実

績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
61,098 62,485一般財源 56,296 57,852 58,611 60,462 61,696

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 56,296 57,852 58,611 60,462 61,696 61,098 62,485

40 45 40
1,300③減価償却費 1,162 1,089 1,291 1,521

②人件費等 4,479 3,488 2,964 3,304 3,743 3,090
①決算額（27年度は見込み） 51,817 53,202 54,558 55,867 56,432 56,708 62,485
予算額 52,933 55,478 56,056 56,789 57,273 58,093 62,485

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 55 40 35

経過

・平成8年から、栄養士未配置校に非常勤栄養士を配属した。毎年度5人ずつ配置し、10年度において全
　校配置となった。20年度から九中夜間学校、27年度から汐入東小学校（増設）にも配置した。
・平成18年度から、月額報酬を二段階にし、管理栄養士を１種、栄養士を２種とした。
・平成19年度から主任栄養士が設けられた。
・平成21年度から上級一般が設けられた。
【27年度】　荒川区立学校栄養士（1種）           6人
　　　　　　荒川区立学校栄養士（２種）　　　　　3人
　　　　　　荒川区立学校上級栄養士（１種）　　　4人
　　　　　　荒川区立学校上級栄養士（２種）　　　5人
　　　　　　荒川区立学校主任栄養士（１種）　　　1人
　　　　　　荒川区立学校上級主任栄養士（１種）　1人

必要性

　各校、独自に献立作成や食材料の発注等を行い、自校方式で給食を調理しており、栄養士がいないと給
食の運営が成り立たない。アレルギー対応も行っているため、必要性は高い。

実施
方法

1直営

学務課で実施
（健康保険、厚生年金保険、雇用保険に関する事務・支出については職員課給与福利係が実施）

目的

　都費学校栄養職員の配置基準は、区市町村学校数の1/2の人数であるため、都費栄養士が配置されていな
い学校に区費で栄養士（非常勤）を配置する。
　これにより、栄養や健康の専門家として安心安全な給食を提供し、児童生徒の生涯にわたる心身の健康
づくりへとつなげていく。さらに、学級担任や養護教諭と協働し、内容豊かな食育に取り組んでいく。

対象者
等

都費学校栄養職員が配置されていない小・中学校

内容

・非常勤栄養士の配置校 19校（小学校14校 ・ 中学校5校 ※九中夜間学級含む）
　第二瑞光小学校、第三瑞光小学校、汐入東小学校（増設）、第六瑞光小学校、第二峡田小学校、
　第三峡田小学校、第七峡田小学校、第九峡田小学校、尾久小学校、尾久第六小学校、大門小学校、
　第一日暮里小学校、第二日暮里小学校、第六日暮里小学校
  第四中学校、第七中学校、南千住第二中学校、原中学校、第九中学校(夜間学級)
　① 非常勤職員報酬・費用弁償の支出（年末調整を含む）は、職員課に執行委任
　② 健康保険料・厚生年金保険料・雇用保険料を確認し、報酬からの天引は、職員課に執行委任
　③ 貸与被服の一部購入、貸与
　④ 新規採用者の採用手続き及び退職手続きの事務等

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 8 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-01-03 学校栄養職員報酬

野地 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-01-02 学校栄養職員報酬

業務 財務 人事

事務事業名 学校栄養職員報酬
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-26 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　学校給食の実施を担う人材として今後も配置が必要である。

H15三定「栄養士の常勤化を求める」

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　非常勤栄養士と都費栄養士の合同
研修等を実施し、資質の向上を図っ
ていく。

　非常勤栄養士と都費栄養士の合同
研修を実施し、資質向上を図った。

　合同研修、アレルギー対応など
の事例検討を引き続き実施する。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

区費非常勤栄養職員配置の状況 ※( )は配置人数　　　23年5月1日現在
千代田(6)中央(8)港(13) 新宿(20)文京(7)台東(11)墨田(15)江東(34)目黒（1）大田(31)世田谷(52)
杉並(34)豊島(14)北(26)板橋(37)練馬(54)足立(57)葛飾（39）

・非常勤栄養士は、勤務時間が5時間45分のため研修や研究会等に参加しにくく最新情報取得の場が少な
　い。アレルギー等の対応も含め、高度な知識と技術が要求される業務のため、情報交換の場や献立検討
　に関する意見交換の場を作ることが課題と考えられる。

他
区
の
実

施
状
況

実施 18 4 不明 0

学校栄養士の未配置校 0 0 0 0 0
都費栄養士を含め全校に栄養士を
配置し、未配置をなくす

区立小･中学校数の2分の１非常勤栄養士の配置数 18 18 18 19 19

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

委託料 採用時健康診断 33
37 需用費 貸与被服 47

委託料 採用時健康診断 33 委託料 採用時健康診断 11
需用費 貸与被服 9 需用費 貸与被服

旅費 費用弁償 137
6,961 共済費 健康保険料・厚生年金保険料 7,790

旅費 費用弁償 11 旅費 費用弁償 14
共済費 健康保険料・厚生年金保険料 6,783 共済費 健康保険料・厚生年金保険料

報酬 非常勤栄養士報酬 54,478報酬 非常勤栄養士報酬 49,596 報酬 非常勤栄養士報酬 49,686

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

中学校給食調理委託学校数 10 10 10 10 10 10 10
小学校給食調理委託学校数 23 24 24 24 24 24 24

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
638,617 663,635一般財源 609,545 631,267 623,804 618,082 612,076

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 609,545 631,267 623,804 618,082 612,076 638,617 663,635

70 70 60
1,951③減価償却費 2,324 1,555 2,259 2,366

②人件費等 7,167 6,976 4,235 5,783 5,822 4,635
①決算額（27年度は見込み） 602,378 621,967 618,014 610,040 603,888 632,031 663,635
予算額 610,748 630,098 621,365 617,032 622,558 638,969 663,635

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 88 80 50

経過

・平成6年度｢荒川区立小中学校給食検討委員会｣及び、平成6年度｢荒川区行財政と区民サービスのあり
　方を考える懇談会｣の検討を踏まえ、平成7年度に説明会等を行い、平成8年度から給食調理業務の委
　託を開始した。
・平成14年度～中学校全校委託完了
・平成16年度～小学校全校委託完了

必要性

　学校給食を経済的に実施し、なおかつ多様化する調理業務にきめ細やかに対応をするため、調理業務委
託を実施する必要がある。

実施
方法

3委託

・学務課及び各小中学校で実施。
・直営時に比べ経済的に調理業務を行うことができ、充実した給食が実施できるので効果は高い。

目的

　給食調理業務を委託することで、学校給食を経済的に実施し、なおかつ多様化する調理業務にきめ細や
かに対応することにより、学校給食の充実を図る。

対象者
等

荒川区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

【給食調理業務委託・委託内容】
・給食用食材対面納品　・調理（食物アレルギー対応含む）
・配缶及び運搬　　　　・食器等の洗浄、消毒、保管
・残菜及び塵芥の処理　・施設、設備の清掃及び日常点検

【業者の選定について】
　指名競争入札に係る業者の選定については、都内での学校給食の受託実績や、安定的な人員の確保が見
込めるか等を勘案し、確実に履行できる業者を指名する。また、業務責任者及び副業務責任者に関して
は、調理師免許（又は栄養士免許）を持つ者を配置できる業者とする。

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、食品衛生法
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 8 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-01-02 給食調理業務委託

鎌田 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-01-03 給食調理業務委託

業務 財務 人事

事務事業名 給食調理業務委託
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-27 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　より良い業者の選定に努め、安定して給食を提供する必要がある。

H10決特　調理業務への民間委託の導入について
H15予特　新規参入業者の資格要件の遵守について
H17二定　受託業者に専門資格を有する職員の配置、履行状況の確認について

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　安定的な履行のため、学校給食調
理業務受託実績があり、学校給食経
験のある人員を配置できる業者を指
名して競争入札を行う。

　都内公立小中学校での受託実績
や、安定的な人員の配置が可能な業
者を選定することができた。

　次年度以降も指名競争入札を実
施する。

　３年間の長期継続契約を結ぶこと
により、一定期間は受託できるよう
にし、安定的かつ確実に給食業務を
履行できるようにする。

　長期継続契約が満了した学校につ
いては、新たに競争入札を実施し、
３年の長期継続契約を締結した。

　引き続き３年間の長期継続契約
を実施する。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　平成17年度、特別区では全区が調理業務委託を導入した。

　他区においても調理業務の委託化が進んでおり、年々実施校が増えている状況にあり、より良い業者を確保
する必要がある。アレルギー対応食の誤食、食中毒、異物混入等の事故を防ぐため、一定レベルの業者を選定
するとともに、各学校及び区教委において継続的に指導していく。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

バイキング給食等特色ある学校給
食実施校数

34 34 34 34 34
調理業務委託を活用した給食の多
様化

給食調理業務委託実施校数 34 34 34 34 34

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

委託料 給食調理業務委託 663,635委託料 給食調理業務委託 603,888 委託料 給食調理業務委託 632,031

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

米の現物給付の米飯回数 44 44 44 44 44 44 44
食育推進給食（公費補助）実施校数 34 35 35 35 35 35 35

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
32,944 33,537一般財源 35,448 32,824 32,297 33,775 33,732

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 35,448 32,824 32,297 33,775 33,732 32,944 33,537

30 30 30
975③減価償却費 581 933 968 1,014

②人件費等 4,072 1,744 2,541 2,478 2,495 2,318
①決算額（27年度は見込み） 31,376 30,499 28,823 30,329 30,223 29,651 33,537
予算額 33,324 34,754 35,376 31,868 30,903 32,716 33,537

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 50 20 30

経過

　平成20年度の食材等の急騰等を受け、給食内容及び給食費等のあり方について副区長を委員長とした
「荒川区学校給食のあり方検討委員会」設置した。あり方検討委員会での検討を踏まえ平成20年第3回定例
会に補正予算を計上し、20年度途中より事業を開始した。

必要性

　食育啓発及び給食内容の充実を図る契機として本事業の必要性は高い。また、食材の購入費は減少傾向
になく高止まりしており、上昇しているものもあることから、保護者の負担増を回避するためにも必要で
ある。

実施
方法

1直営

・学務課及び各小中学校で実施。
・米の現物給付：東京都米穀小売商業組合荒川支部から購入（26年度購入実績17,931千円/48,130㎏）

目的

　「食育推進給食」の実施により、食育啓発の実践に資するとともに、給食を考える機会及び給食メ
ニュー開発の機会を作るなど給食内容の充実を図る。また、給食費の値上げを回避し保護者の負担軽減を
図る。

対象者
等

荒川区立小中学校に在籍する全児童・生徒の保護者

内容

【食育推進給食】
　区立小中学校の給食において、食育啓発の実践に資する食材・献立等に工夫を凝らした「食育推進給食
（例：和食の紹介、東京産の食材の活用、等）」を提供するにあたり、その実施日の材料費について、年3
回を限度とした補助金を、保護者へ交付する。
　小学生（1人あたり）：300円（1回あたり）×3回
　中学生（1人あたり）：330円（1回あたり）×3回

【米の現物給付】
　米の現物給付を行い、給食費の負担軽減を図る（米飯給食４４回分相当量の米）
　　・小学校　児童数×0.086㎏×44回＝総給付量
　　・中学校　生徒数×0.115㎏×44回＝総給付量

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、食育基本法、荒川区食育推進給食
食材費補助金交付要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 20 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-01-04 学校給食内容充実事業

堀口 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-01-04 学校給食内容充実事業

業務 財務 人事

事務事業名 学校給食の内容充実
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-28 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　学校給食における食育の推進及び食材費の高騰による保護者の負担増を
回避するため必要である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　食材費や保護者の負担等を考慮し
つつ、事業の実施方法について、適
宜検討していく。

　継続して事業を実施した。 　経済・物価情勢に鑑み、保護者
負担に対する必要な補助（金額、
回数）、実施方法を精査する。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

中央（米の現物支給(小)週2回分相当(中)週3回分相当）、港（特別栽培農産物・米補助(小)1食あたり19円
(中)1食あたり24円）等、目黒（食育給食補助(小)年801円(中)年999円）、墨田（食育推進交付金 年間3食
分）、板橋（食育推進事業として児童・生徒1人あたり年約169円）

・食材費の価格状況や社会情勢等を踏まえて設定している学校給食費について、保護者負担分の増加を必
　要最低限（平成26年度：消費税率上昇分《5％→8％》のみ）に抑えるため、公費補助となる食育推進給
　食及び米の現物給付を全校で実施する必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 5 17 不明 0

各校共通給食費保護者負担の１食
単価増減（前年度比・％）

0 0 2.8 0 0

全小中学校で実施済み食育推進給食実施校数 34 34 34 34 34

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

10,720 負担金補助等 食育推進給食補助金 11,035
負担金補助等 食育推進給食補助金 10,500
需用費 食育推進物品購入 1,060 負担金補助等 食育推進給食補助金

需用費 米の現物給付、食育推進物品購入 22,502需用費 米の現物給付 18,663 需用費 米の現物給付、食育推進物品購入 18,931

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

3煮沸消毒槽(又は殺菌庫)の購入（台） 4 2 1 1 3
球根皮むき機の購入（台） 1 3 0 6 0 0
フードカッターの購入（台） 2 5 0 4 3 0
野菜裁断機の購入（台） 1 7 0 5 2 2

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
8,493 6,458一般財源 13,848 13,384 18,259 10,761 9,444

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 13,848 13,384 18,259 10,761 9,444 8,493 6,458

15 20 20
650③減価償却費 291 311 484 676

②人件費等 1,222 872 847 1,239 1,663 1,545
①決算額（27年度は見込み） 12,626 12,221 17,101 9,038 7,105 6,298 6,458
予算額 12,642 12,447 17,121 9,301 6,354 6,534 6,458

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 15 10 10

経過

・平成８年度の学校給食衛生管理の基準の改定により、腸管出血性大腸菌Ｏ157対策として冷凍庫・冷
　蔵庫を一括購入している。
・平成２２年度から、高額備品については、学校給食備品更新事業において更新をしている。

必要性

　調理機器具や衛生確保の物品等は、学校給食を安全衛生的に確実に提供するためには必要不可欠であ
る。

実施
方法

1直営

学務課及び小中学校で実施

目的

　教育的目標を持った学校給食の運営にあたり、給食を作る調理機器具、衛生関係品等の必要な備品を整
備し、学校給食を安全・衛生的に供給し、かつ作業を効率化する。

対象者
等

荒川区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

・学校給食運営のための調理機器具、衛生関係品等の備品購入
（各校の標準整備備品）
　回転釜、焼もの機、フライヤー、炊飯器、ガステーブル、洗米機、フードカッター、野菜裁断機、
  冷蔵庫、冷凍庫、牛乳保冷庫、食器消毒保管庫、煮沸消毒槽、球根皮むき機、手指消毒機、
　ボイラー、調理台、流し台（2槽、3槽、移動）、調理台、作業台、炊飯台、水切り台、作業車、
　運搬車、食器洗浄機、自動台秤、配膳台、白衣洗濯機など

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調理
施設衛生管理マニュアル終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 29 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-02-01 一般備品整備

鎌田 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-02-01 一般備品整備

業務 財務 人事

事務事業名 給食用一般備品整備
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-29 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

推進 推進

　給食調理能力を維持する必要があるため、優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　調理備品の使用年数や状態を勘案
し、優先順位をつけて更新してい
く。

　限られた予算の中で、優先順位を
つけて計画的に入れ替えることがで
きた。

　平成26年度の更新実績を踏まえ
て長期的な計画を立て、安全衛生
的な学校給食が実施できるよう引
き続き取り組む。

　各校の給食供給能力や児童生徒数
を考慮し、安定した給食提供ができ
るよう、必要に応じて備品の増設や
大型化等を図る。

　効率的な作業ができるよう、ドラ
イシステム仕様の製品を整備でき
た。

　児童生徒数や学級数の変化に応
じた給食備品を整備し、給食業務
に支障をきたさないようにする。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

・耐用年数や使用状況を勘案し、計画的に更新していく必要がある。
・学校選択等により児童生徒数が増加し、学校の給食提供能力を超えた場合、給食備品の増設や施設改修
　等が必要になる（H19 汐入小校舎増設工事、H21.3 尾久六小の回転釜の大型化、H25.3 汐入東小の食器
　消毒保管庫追加購入）。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

備品の順調な更新で修繕費を抑制給食備品等物品修繕費（千円） 8,957 8,103 4,763 4,763 4,763

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

備品購入費 給食用機器購入 6,458備品購入費 給食用機器購入 7,105 備品購入費 給食用機器購入 6,298
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
● 有 ○ 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

冷蔵庫の購入 5 7 18 6 3
冷凍庫の購入 5 7 15 2 0

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
42,426 36,863一般財源 0 3,361 4,989 24,773 35,956

0その他 0 0
都 0 0 0

0特
定
財
源

国 0 0
合計（①＋②＋③） 0 3,361 4,989 24,773 35,956 42,426 36,863

15 20 20
650③減価償却費 145 156 484 676

②人件費等 436 423 1,239 1,663 1,545
①決算額（27年度は見込み） 2,780 4,410 23,050 33,617 40,231 36,863
予算額 6,540 4,550 23,280 27,223 40,325 36,863

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 5 5

経過

・25年度購入物品…食器洗浄機、回転釜、食器消毒保管庫、焼もの機、ボイラー、炊飯器、
　　　　　　　　　冷凍庫、冷蔵庫
・26年度購入物品…食器洗浄機、回転釜、食器消毒保管庫、炊飯器、牛乳保冷庫、冷蔵庫

必要性

　食品衛生上不可欠な備品であること、また、ガス及び電気機器も含まれているため、ガス漏れや漏電事
故を防ぐ必要があることから、耐用年数に準じて計画的に機器を更新する必要がある。

実施
方法

1直営

学務課及び小中学校で実施

目的

　給食備品の中でも、特に高額備品の老朽化が進んでいる。通常の更新では対応が困難な状況であるた
め、耐用年数や使用状況を勘案し計画的に更新する。

対象者
等

荒川区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

・耐用年数を経過した以下の高額備品（定価５０万円以上）の計画的更新
　食器洗浄機、回転釜、食器消毒保管庫、焼もの機、ボイラー、牛乳保冷庫、
　炊飯器、フライヤー、冷凍庫、冷蔵庫

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調理
施設衛生管理マニュアル終期設定 33 年度

開始年度 昭和 平成 22 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-02-02 学校給食備品更新事業

鎌田 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-02-02 学校給食備品更新事業

業務 財務 人事

事務事業名 学校給食備品更新事業
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-30 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

重点的に推進 重点的に推進

　給食調理能力を維持する必要があるため、優先度は極めて高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　備品の使用年数や状態を勘案し、
優先順位をつけて更新していく。

　食器消毒保管庫等、大幅に耐用年
数を経過した備品の一部を更新でき
た。

　26年度の更新実績を踏まえ、引
き続き計画的に入れ替える。必要
に応じ、機器の能力増強も視野に
入れて更新する。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

・ボイラー・食器消毒保管庫等の高額備品を中心に、更新が先送りになっている。耐用年数を大幅に経過
　した備品が多数存在するため、長期的な計画に基づき対象備品を更新していく必要がある。
・耐用年数を大幅に経過した備品が多数あり、食器洗浄機（H25.7、H25.11、H26.3、H26.8、H27.1）、焼
　もの機（H25.12）等、使用不可能となり更新計画とは別に突発的に購入をした経緯がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

高額備品の購入台数対象備品の更新台数 46 33 44 31 63

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

備品購入費 給食用機器購入 36,863備品購入費 給食用機器購入 33,617 備品購入費 給食用機器購入 40,231

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

給食室改修校 － － － 1 － － －
給食室改修備品 － － 4 61 － － －
新規ランチルーム整備 － 1 － － － － －

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
0 0一般財源 326 581 4,271 22,166 1,755

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 326 581 4,271 22,166 1,755 0 0

15 15 0
0③減価償却費 145 311 484 507

②人件費等 326 436 847 1,239 1,248 0
①決算額（27年度は見込み） 0 0 3,113 20,443 0 0 0
予算額 0 0 24,958 21,104 0 0 0

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 4 5 10

経過

・平成18年度 汐入小学校給食室（内部）改修工事実施
　　　　　　 諏訪台中学校給食室改修工事実施
・平成19年度 汐入小学校給食室（増設校舎）建築工事実施
・平成23年度 第二峡田小学校給食室改修工事中止
・平成24年度 　　　　　　　　　　　　工事実施

必要性

　給食を安全衛生、安定的に供給するために、給食室の老朽化や給食提供能力の不足に対応するため、給
食室の改修が必要になる場合がある。この改修に併せて備品の整備が必要である。

実施
方法

1直営

学務課及び改修対象校にて実施

目的

・老朽化、衛生上の観点から給食室の大規模改修をする必要が生じた場合、これに併せて備品を整備す
　る。
・ランチルーム整備時に、併せて備品等を整備する。

対象者
等

・老朽化・衛生管理の向上等に対応したドライシステム化計画校 （教育施設課計画作成）
・ランチルーム未整備校

内容

・給食室大規模改修時の調理機器類、衛生関係備品購入
・ランチルーム整備時の備品(食卓、配膳台、食器棚、清掃ロッカー等)、消耗品(食卓用椅子)の購入
（ランチルーム整備済校）
　小学校 20校 ： 瑞光(H2)　二瑞(H10)　汐入(H13)　峡田(H7)　二峡(H13)　三峡(H元)　四峡(H14)
　　五峡(H3)　七峡(H12)　九峡(H15)　尾久(H11)　尾久西(H5)　尾久六(H17)　赤土(H4)　大門(H7)
　　尾久宮前(H6)　一日(H8)　三日(H10)　六日(H元)　ひぐらし(H2)
　中学校 5校 ： 三中(H13)　四中(S64)　七中(H8)　九中(H11)　諏訪台中(H12)
　　*多目的室をランチルームとして使用（原中）

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調理
施設衛生管理マニュアル終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 元 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

鎌田 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

業務 財務 人事

事務事業名 給食室大規模改修に伴う備品整備
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-31 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

重点的に推進 重点的に推進

　児童生徒数の増加に対応する給食室の機能増強であり、またドライ化に
ついても学校給食衛生管理基準にて努力義務が課せられているため、優先
度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　児童生徒数の増加に伴い、給食室
の供給能力が不足する場合、給食室
の改修や備品の増設・大型化を行
う。

　改修を実施した学校はなかった。 　教育施設課と連携し、給食室の
ドライ化を積極的に推進してい
く。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

・給食室改修計画について、ドライ化推進の観点から、積極的に実施していく必要がある。
・児童生徒数（食数）が増加する学校では、給食室の改修と併せて備品の増設等が必要である。
・各校の給食提供能力と実際の調理食数を考慮し、長期的な改修計画に基いて備品を整備する必要があ
　る。
・学級増で普通教室が不足した場合は、ランチルームを普通教室に転用することがある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

ランチルーム整備済学校数 27 27 27 27 27

給食室改修校数 1 0 0 0 0

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

0 賄費 配達給食 0賄費 配達給食 0 賄費 配達給食

備品購入費 調理機器一式 0
0 役務費 家電リサイクル処分費 0

備品購入費 調理機器一式 0 備品購入費 調理機器一式 0
役務費 家電リサイクル処分費 0 役務費 家電リサイクル処分費

一般需用費 給食用消耗品 0一般需用費 給食用消耗品 0 一般需用費 給食用消耗品 0
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

5 5嘱託医数（こども園） 5 5 5 5 5
嘱託医数（幼稚園） 40 40 40 40 40 40 40
嘱託医数（中学校） 56 56 56 56 56 56 56
嘱託医数（小学校） 116 116 121 121 121 121 121

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
86,941 85,676一般財源 84,199 86,044 85,662 88,796 88,972

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 84,199 86,044 85,662 88,796 88,972 86,941 85,676

40 40 20
650③減価償却費 581 467 1,291 1,352

②人件費等 2,443 1,744 1,270 3,304 3,327 1,545
①決算額（27年度は見込み） 81,756 83,719 83,925 84,201 84,293 84,746 85,676
予算額 82,441 84,280 84,034 84,484 84,732 85,308 85,676

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 30 20 15

経過

○昭和34年    学校保健法制定に伴い、学校医の設置が初めて明文化された。
○平成 3年度  幼稚園薬剤師の委嘱開始。
○学校統廃合に伴い学校医等の数が減少。平成12年度の嘱託医報酬額の第一次見直しに続き、平成15年
　度第二次見直しを実施した(平成15年度から小中学校の内科・眼科・耳鼻咽喉科については、在籍児
　童・生徒の規模により報酬額を決定する方式に変更した）。
○平成20年度  こども園の委嘱開始。平成23年度よりこども園の内科医報酬額を変更。
○平成24年度  大規模校（児童・生徒数600人以上）の内科・眼科・耳鼻科医報酬額を設定。
○平成26年度　小中学校の歯科医について、学校の規模により報酬額を決定する方式に変更。
○平成27年度  大規模校（児童・生徒数800人以上）の内科・眼科・耳鼻科医報酬額を設定。

必要性

　学校保健安全法により、学校には学校医等を置くものとされており、必要不可欠のものとなっている。

実施
方法

1直営

○委嘱　　　　　　医師会、歯科医師会、薬剤師会より推薦を受けた者を教育委員会が委嘱
○報酬費支払　　　毎月末、報酬を指定口座に振込む

目的

　区立小中学校・幼稚園及びこども園における児童・生徒・園児の健康保持を図るため、学校医、学校歯
科医及び学校薬剤師（以下「学校医等」）を委嘱する。

対象者
等

荒川区立小中学校・幼稚園及びこども園の学校医等

内容

○委嘱科目等　内科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科、薬剤師、精神科（小学校、中学校各１名）
○委嘱者数　・小学校121名（5科目×24校、精神科医1名）
　　　　　　・中学校 56名（5科目×11校、精神科医1名） ※九中夜間学級を1校として計算
　　　　　　・幼稚園 40名（5科目×8園）
　　　　　　・こども園5名（5科目）
○職務内容　・学校医　　　　　健康診断及び年間を通じた保健指導や健康相談等
　　　　　　・学校歯科医　　　歯科及び口腔の健康診断、健康相談、う歯予防事業等の保健指導等
　　　　　　・学校薬剤師　　　環境衛生検査、薬事衛生や公衆衛生における学校への指導、助言等
○月額報酬額　在籍児童、生徒規模等に応じて　　・学校医　　　　10,200円～57,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・学校歯科医　　10,200円～46,280円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・学校薬剤師　 　5,800円～21,900円

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法、荒川区非常勤職員の報酬及び
費用弁償に関する条例施行規則終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 34 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-01-01 嘱託医報酬

川﨑 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-01-01 嘱託医報酬

01-08-01 嘱託医報酬

業務 財務 人事

事務事業名 嘱託医報酬
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-32 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　学校保健安全法第23条の規定に基づき、引き続き設置する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　引き続き学校医等との連携を図
り、学校保健の充実に努めていく。

　学校保健の充実のため、学校医等
との連携を継続して行った。

　学校医等と連携し、児童生徒の
健康保持及び保健管理を図り、学
校保健の充実に努めていく。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　学校医等と連携し、児童生徒の健康保持及び保健管理を図り、学校保健の充実に努めていく。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

学校薬剤師人数/学校数学校薬剤師充足率（％） 100 100 100 100 100

学校歯科医充足率（％） 100 100 100 100 100 学校歯科医人数/学校数

学校医人数/学校数学校医充足率（％） 100 100 100 100 100

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

報酬 非常勤職員報酬（こども園） 2,020
報酬 非常勤職員報酬（幼稚園） 13,620
報酬 非常勤職員報酬（中学校） 20,715

報酬 非常勤職員報酬 85,676報酬 非常勤職員報酬（小学校） 47,938 報酬 非常勤職員報酬 84,746

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

39 39簡易専用水道検査の件数(件) 39 39 39 39 39
給食室の衛生検査の件数(件) 102 105 105 108 108 111 111
教室の空気検査の件数(件) 168 176 176 176 176 176 162
教室の照度･騒音検査の件数(件) 168 172 172 172 172 172 172

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
18,874 9,944一般財源 13,341 21,091 13,423 16,760 16,242

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 13,341 21,091 13,423 16,760 16,242 18,874 9,944

55 60 70
2,276③減価償却費 2,324 1,244 1,775 2,028

②人件費等 4,072 6,976 3,388 4,544 4,990 5,408
①決算額（27年度は見込み） 9,269 11,791 8,791 10,441 9,224 11,190 9,944
予算額 12,374 17,636 11,844 13,164 10,047 13,058 9,944

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 50 80 40

経過

・平成 5年度  人工蘇生器を小中学校に配置。
・平成 6年度  検診器具滅菌委託を開始。
・平成７年度  保健室用寝具乾燥委託を開始。
・平成15年度  室内化学物質測定を開始。
・平成17年度　ダニ検査を開始。小中学校にAEDを配置。
・平成19年度　検診器具滅菌委託を歯科検診･就学就園時検診分も開始。
・平成20年度　幼稚園こども園にAEDを配置。
・平成24年度　携帯用酸素供給器を購入し小中学校へ配付。（人工蘇生器は順次廃棄予定）
・平成26年度　人工蘇生器を廃棄（小中学校全校分）

必要性

　児童・生徒・園児の健康を維持するために、学校環境衛生基準に基づく環境の構築及び、施設の衛生管
理を行う必要がある。

実施
方法

2一部委託

　消耗品費、役務費及び備品購入費は学校へ令達、または各学校、幼稚園分を取りまとめて学務課が実
施。委託料の中で樹木害虫駆除については、防災都市づくり部へ執行委任。

目的

　学校（幼稚園）施設の衛生管理及び保健室に必要な予算の計上を行い、学校（幼稚園）の良好な教育環
境を構築する。

対象者
等

区立小学校２４校　区立中学校１０校　区立幼稚園８園　区立こども園１園

内容

・AED購入…小中学校にAEDを配置、幼稚園及びこども園に電極パッドを配付（消耗品費・備品購入費）
・汚物処理…トイレの使用済み生理用品を週に１度回収（役務費）
・給水施設水質検査…簡易専用水道等の水質及び水槽等外観検査等を年に１回実施（役務費）
・保健室用寝具乾燥消毒…保健室の寝具を各学期に１回乾燥消毒（役務費）
・教室害虫駆除…害虫が発生した際、発生教室の消毒を行う（委託料）
・オージオメーター校正委託…定期健康診断に使用する聴力検査器の校正を年に１回実施（委託料）
・室内化学物質測定…教室等の化学物質濃度を測定（委託料）
・ダニ検査…教室のカーペット等のダニ及びダニアレルゲン検査を年に１回実施（委託料）
・検診用器具滅菌…定期健康診断で使用する検診器具の滅菌消毒を年に４回実施（委託料）
・樹木害虫駆除…樹木に害虫が発生した際の剪定、消毒の実施（委託料）
・オージオメーター購入…該当校にオージオメーターの購入配置（備品購入費）

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法第６条
学校保健安全法施行規則第１条～第２条終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 34 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-02-01 保健管理費

大塚 内線 3338

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-02-01 保健管理費

01-09-01 保健管理費

業務 財務 人事

事務事業名 学校保健管理費
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-33 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　児童生徒・幼児の体調不良や負傷に対応する保健室の運営費及び法律に
定められた環境検査にかかる費用であり、学校運営上必要である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　基準値が厳格に定められている検
査項目は、検査結果が不適と判定さ
れた学校から、事後措置にかかる対
応報告書の提出を求める。

　対応報告書を提出させることによ
り、担当者だけでなく学校全体の課
題として意識させることができた。

　検査結果が数年間不適である施
設があった場合には、学校薬剤師
と連携し、具体的な改善方法を指
導する。

　各検査の実施に合わせ、日常点検
のポイント等について学校へ周知
し、環境衛生に対する意識の向上を
図る。

　換気についての通知や、各検査の
ポイントなどを事前に配付したが、
効果はあまり見られなかったように
感じた。

　通知を送る時期を早めたり、よ
り分かりやすい通知にするよう内
容を精査していく。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　学校安全保健法及び学校環境衛生基準に基づき各区で実施している。

　平成26年度の不適件数が多かったものとして、（１）給食室の食器から検出された残留澱粉・残留脂肪、
（２）冬期教室の湿度、（３）教室内の二酸化炭素濃度があげられる。
　（１）を解決するためには、古い食器の買い替えが必要である。（２）及び（３）については、冬期教室内
での湿度の確保と定期的な換気が必要であるため、引き続き各校へ通知を通して適切な教室環境の維持につい
て働きかけていく。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

水道施設検査結果の不適件数(件) 16 3 3 2 簡易専用水道検査（書類整備除）

教室の照度・騒音・空気検査、給
食室の衛生検査

教室環境検査結果の不適件数(件) 113 65 105 50

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

備品購入費 汐入東小増設校舎保健室 885

4,841 備品購入費 オージオメータ買替等 2,016
一般需用費 汐入東小増設校舎保健室 183

備品購入費 オージオメータ買替等 2,611 備品購入費 オージオメータ買替、AED購入等

委託料 樹木消毒、検診器具滅菌等 3,983
2,444 役務費 汚物処理、水質検査等 3,150

委託料 樹木消毒、検診器具滅菌等 2,792 委託料 樹木消毒、検診器具滅菌等 3,106
役務費 汚物処理、水質検査等 2,327 役務費 汚物処理、水質検査等

需用費 寝具等保健室消耗品購入 795一般需用費 寝具等保健室消耗品購入 426 需用費 寝具等保健室消耗品購入 799
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （ 直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

198 195こども園児数(5/1) 117 185 203 218 212
幼稚園児数(5/1) 550 535 538 611 640 703 605
中学校生徒数(5/1) 3,073 3,102 3,151 3,212 3,194 3,302 3,311
小学校児童数(5/1) 7,527 8,018 8,138 8,270 8,188 8,308 8,434

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
26,394 26,584一般財源 25,304 27,645 26,321 27,095 27,098

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 25,304 27,645 26,321 27,095 27,098 26,394 26,584

30 30 20
650③減価償却費 1,162 1,089 968 1,014

②人件費等 2,850 3,488 2,964 2,478 2,495 1,545
①決算額（27年度は見込み） 22,454 22,995 22,268 23,649 23,589 24,199 26,584
予算額 24,582 25,177 25,003 25,510 24,635 26,350 26,584

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 35 40 35

経過

・昭和34年 　 学校保健法制定に伴い、実施が義務づけられた。
・昭和47年度  心臓検診開始（昭和51年からは、学校保健法の一部改正により実施が義務づけ）。
・昭和53年度  脊柱側わん検診のモアレ撮影を開始。
・昭和54年度　貧血検査を開始。
・平成15年度　学校保健法の一部改正により結核検診方法を変更し、BCG予防接種を廃止した（問診票
　　　　　　　調査により、結核対策委員会で要検討者を抽出し、検討結果で要精密検査対象者が区内
　　　　　　　医療機関で受診する）。
・平成21年度　歯科健診について、健診時、各校での事務補助員の配置を開始

必要性

　学校教育を円滑に実施するためには、児童、生徒、幼児の健康管理は、必要不可欠である。また、学校
保健安全法第13条に「学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による教育を受ける学生を除
く。）の健康診断を行わなければならない。」と定められている

実施
方法

2一部委託

27年度委託先：荒川区医師会（予定金額：27,790千円）
・寄生虫卵検査、腎臓検診、聴力精密検査、結核精密検査等

目的

　児童、生徒、幼児の疾病の予防と早期発見のため検査を実施し、健康の保持増進を図り、もって学校教
育の円滑な運営に資することを目的とする。

対象者
等

荒川区立小中学校及び幼稚園に在籍する児童、生徒及び園児

内容

【検診名】　　　　　　【対象者】
寄生虫卵検査・・・・小学生・幼稚園児全員
腎臓検診・・・・・・小学生・幼稚園児全員
心臓検診・・・・・・小中学一年生、一部他学年
聴力精密検査・・・・一次検査要精検者
結核精密検査・・・・結核対策委員会の要精検者
脊柱側わん検査・・・小学校五年生、中学一年生
貧血検査・・・・・・中学一年生
歯科健診・・・・・・小学生・幼稚園児全員

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 34 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-02-02 各種検診費

小林 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-06-03 結核対策委員会

01-02-02 各種検診費

業務 財務 人事

事務事業名 児童生徒健康診断
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川
担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-34 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　学校保健安全法第１３条により実施する義務がある。

H18二定　児童生徒のぜん息及び尿蛋白被疾患率の高さを分析し、子どもの健康づくりの課題と対策を明
         らかにすること.

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　有症状者の早期発見や早期治療に
結びつけるため、検診機関、小中学
校、区教委の連携強化に努める。

　養護部会と連絡を密にし、医師
会、教育委員会及び学校間の情報共
有の徹底を図った。

　受診者が健康状態について正確
な認識を持ち、健康管理を続けら
れるための健診ができるよう情報
提供をしていく。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　生活習慣病の低年齢化など児童、生徒の疾病状況が変化する中で、状況の変化に対応した児童、生徒の健康
管理に努める必要がある。
　検体の提出予備日が学校により期間が違い、予備日が少ない学校についての対応方法を考える必要がある。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

精密検査の結果、結核の疑いのあ
る者

結核検査（有所見者数） 0 0 0 0 0

心臓検診（有所見者数） 36 33 35 35 25 三次検査の結果、医療の要する者

三次検査の結果、医療の要する者腎臓検診（有所見者数） 29 18 24 24 20

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

委託料 こども園検診費 151
委託料 幼稚園検診費 346
委託料 中学校検診費 9,696

委託料 各種検診費 25,106

97 需用費 消耗品費 159
委託料 小学校検診費 12,545 委託料 各種検診費 23,043

一般需用費 小、中消耗品費 37 需用費 消耗品費
報償費 委員報償費 1,319報償費 委員報償費 814 報償費 委員報償費 1,059

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）



No1
○ ○ ○ ○

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

（単位：千円）

93 125緊急移送費件数（小･中･幼･こ） 126 108 110 122 123
給付金額（小･中･幼･こ）単位：千円 4,872 8,234 9,613 6,061 5,957 6,735 7,000
給付件数（小･中･幼･こ） 750 1015 950 932 849 953 1,000
災害状況（小･中･幼･こ） 425 548 478 488 445 530 550

25年度 26年度 27年度実
績
の
推
移

事項名 21年度 22年度 23年度 24年度
13,283 11,540一般財源 14,621 16,445 14,235 11,922 12,116

その他

都

特
定
財
源

国
合計（①＋②＋③） 14,621 16,445 14,235 11,922 12,116 13,283 11,540

10 10 20
650③減価償却費 1,453 933 323 338

②人件費等 4,072 4,360 2,541 826 832 1,545
①決算額（27年度は見込み） 10,549 10,632 10,761 10,773 10,946 11,088 11,540
予算額 10,846 10,986 11,202 11,066 11,048 11,387 11,540

25年度 26年度 27年度
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

21年度 22年度 23年度 24年度

【事務分担量】（％） 50 50 30

経過

○平成8年度より救急車を要請する程の怪我ではないが、歩行困難な場合に対応するため、緊急移送費
  （使用料及び賃借料）を開始。
○平成17年度より災害共済給付掛金及び死亡･障害見舞金を改定。
 ・掛金の改定･･･上記のとおり
 ・死亡･障害見舞金の改定･･･死亡見舞金2,500万円⇒2,800万円
　　　　　　　　　　　　　 障害見舞金１級3,370万円⇒3,770万円(最高)
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　14級73万円⇒82万円(最低)

必要性

　学校の管理下における児童生徒等の災害について共済給付を行うことにより、学校教育の円滑な運営を
図るため必要である。

実施
方法

2一部委託

【災害共済給付金】保護者・学校（災害報告書等、申請書類を提出）→区を経由→センター（審査・給付
決定）→区を経由→学校へ給付金振替→保護者へ保険金を給付

目的

　学校安全の普及充実を図るとともに、学校の管理下における児童・生徒・園児の負傷、疾病及び死亡に
対して必要な給付を行い、学校教育の円滑な運営に資することを目的とする。

対象者
等

区立小中学校に在学している児童生徒、幼稚園及びこども園に在園している園児

内容

○災害共済給付金 　学校管理下における児童・生徒・園児の怪我等に伴い、学校を経由して保護者に
    　　　　　　 　対して支給
   ・医療費　　　  センターからの給付額は健康保険の医療費の範囲を基準に医療費総額の10分の４
                   ただし、医療費総額が500点（5,000円）以上のもの
   ・障害見舞金　  障害の程度に応じて82万円～3,770万円
   ・死亡見舞金　 　2,800万円（通学途中及び突然死の場合は半額）
　 ・掛金単価　　 　16年度まで　　一般　875円／人　　準要保護　665円／人　　要保護　65円／人
     　   　   　 　17年度から　一般　945円／人　　準要保護　715円／人　　要保護　55円／人

○緊急移送費  　　学校管理下における児童・生徒・園児の負傷、疾病のうち救急車を利用する程で
                  はないが、緊急かつ安静に医療機関に移送する場合、その移送にかかる実費を支給

政策 04 心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成
施策 04 学校における健康・体力づくり

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

独立行政法人　日本スポーツ振興センター法
（平成１４年法律第１６２号）終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 61 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 27年度 26年度

01-03-01 学校健康会費

川﨑 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（27年度）

01-03-01 学校健康会費

01-10-01 学校健康会費

業務 財務 人事

事務事業名 学校健康会費
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 相川

担当者名

主要事業 事務事業コード 12-03-35 戦略プラン 協働

事務事業分析シート（平成27年度）



No2
予算・決算の内訳

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

継続 継続

　教育活動における負傷に伴う医療費の保護者負担を軽減するものであり
継続する必要がある。

H21決特「制度の周知徹底を」

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

27年度 28年度

　保護者への周知を図るため、制度
のお知らせ等の配布方法、配布時期
の見直しを行う。

　各学校対応だった保護者への制度
利用の周知を、養護教員から保護者
へ災害発生の都度にも行うように学
校へ依頼した。

　学校から保護者へ配布する制度
のお知らせについて、内容を精査
し、必要に応じて改善を行う。

問題点・課題の改善策

平成26年度に取り組む
具体的な改善内容

平成26年度に実施した
改善内容および評価

平成27年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　引き続き、各園小中学校から保護者への積極的な周知と、遅滞ない請求処理を、学務課から各園小中学校
へ促す。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

事故件数（合計） 476 433 511 530 500

事故件数（中学校） 156 167 140 150 150

事故件数（小学校） 320 266 371 380 350

24年度 25年度 26年度
27年度
見込み

目標値
(28年度)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

負担金補助等 共済掛金(幼・子) 265

負担金補助等 共済掛金(中) 2,883

負担金補助等 共済掛金(小) 7,588
使用料等 緊急移送費(幼・子) 1

負担金補助等 共済掛金 11,288
137 使用料等 緊急移送費 236

使用料等 緊急移送費(中) 128 負担金補助等 共済掛金 10,937

使用料等 緊急移送費(小) 68 使用料等 緊急移送費
需用費 実務相談追録 16需用費 実務相談追録 13 需用費 実務相談追録 13

節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成25年度（決算） 平成26年度（決算） 平成27年度（予算）


